

※申請方法はオンラインによる申請フォームへの入力となります。こちらの用紙はあくまで下書き用であり、この応募用紙をメールで送付しても受付けできませんのでご注意ください。
団体の基本情報 
	申請年月日
	　　西暦　　　　　　　　年　　　　 　月　　　 　日

	法人格の種類（※選択制）
	NPO法人、認定NPO法人、社会福祉法人、一般社団法人、公益社団法人、一般財団法人、公益財団法人、株式会社、有限会社、合同会社、その他

	申請団体名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	所在地および連絡先
	〒

　　

	
	住所:　　

	
	TEL:       (       )              FAX

	
	Email:   　

	
	URL:  

	代表者名
	[役職]

	
	[氏名]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[フリガナ]

	担当者名
	[氏名]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[フリガナ]

	連絡先（※常時連絡可）
	TEL:       (       )   　　    Email:    　


	事業開始年月（団体設立）
	年度（西暦）
	西暦　　　　　 年　　　　　　月

	組織体制
	職員数
	[有給]        　人　　　　　　　[無給] 　　　　　人

	直近の決算額（活動計算書・損益計算書等）
	経常収益
	円
	経常費用
	円


団体の概概　

	団体概要
（400字以内）
	※団体の基本的な紹介に加えて、普段取り組んでいる社会課題、過去の実績などもご記入ください。


	団体の理念等
（300字以内）
	※団体の理念やミッションやビジョンなどもあればご記入ください。


	主要事業の概要
（200字以内）
	※普段取り組んでいる主要事業の種類を簡潔にご記入ください。（※箇条書きでも可）


	活動地域

（20字以内）
	※通常活動における主な活動エリア（県や地域、市町村）をご記入ください



これまで受けた企業寄付・助成金・行政補助金・行政委託（新しいものから3件）
※交付決定を受けたもののみ記入してください。障害福祉サービスの事業者報酬は含めないでください。

	助成金または委託事業名称
	企業名または機関名
	金額
	交付年度

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 申請プロジェクトの内容

	申請プロジェクト名
(30字以内)
	

	申請プロジェクトの概要

(200字以内)
※プロジェクトの内容を要約してご記載ください。
採択された場合には事業概要の紹介文として公表されます。
	

	申請プロジェクトと既存事業との関連性
※申請事業が既存事業と比較してどのような位置付けになるのか、最も当てはまるものを一つ選択してください。【必須選択】
	①この助成金を活用して新たに企画し、取り組もうとする新規事業
②既存の取り組みをさらに展開・拡充しようとする事業
③既存の取り組みを継続または復活しようとする事業
④団体のベースとなる通常事業
⑤その他（ ※30字以内 ）

	助成申請額
	　　　　　　円
※添付する「事業費収支内訳書」の助成金額と一致させてください。

	助成申請額のうち利用者への賃金等の支給額
	　　　　　　円
※利用者の求職（訓練）期間中に賃金や業務委託費、給付金・奨励金等を支給する場合の金額をご記入ください。この枠の上限額は一律300万円となります。

	申請事業分野
※申請事業の分野を選択してください。【必須選択】
	（１）障害者を対象とする就労支援事業
（２）障害者以外の方を対象とする就労支援事業

	支援対象者の区分
※支援の対象者となるメインターゲットを1つ選択してください。【必須選択】
	①障害者
②高次脳機能障害、若年性認知症、難病等の方々

③シングルマザー、医療的ケア児等を抱える親
④生活困窮者
⑤引きこもり、困難を抱える若者
⑥児童養護施設出身者
⑦外国にルーツを持つ者
⑧その他（　　※20字以内　　）


	支援対象者の具体像
 (200字以内)
	※上記の支援対象者について、具体的にどのような境遇の方なのか、どのような困難を抱えているのかを記載してください。


	活動地域（20字以内）
	※申請プロジェクトにおける主な活動エリア（県や地域、市町村）をご記入ください


	支援対象者数
	　　　　人
※助成期間における就労支援の対象者数（見込み）をご記入ください。

	うち就労支援期間に賃金や給付金等の支給対象となる人数
	　　　　人
※上記の支援対象者数のうち、求職（訓練）期間中に賃金や給付金・奨励金等を支給する場合の対象人数をご記入ください。

	就労達成目標人数
（※就労継続支援を除く）
	　　　　人
※助成期間中に一般就労を達成する目標の人数をご記入ください。


	１ 申請プロジェクトの実施内容　　（700字以内）

	※どのような支援を行って「働くことに困難がある人」に就労支援を行うか、具体的な計画内容を記載してください。「既存の取り組みをさらに展開・拡充しようとする事業」である場合、どこまで実施していて、どの部分を拡充するのかも明記してください。



	２ 既存制度の問題点と改善策について　　（500字以内）

	※申請分野における既存の就労支援制度について、どのような部分に問題の根本があると考えているか。それを今回の申請プロジェクトによって、どのように解決（改善）しようとしているのかを具体的に記載してください。




	３ 「革新的・先駆的な手法」や「チャレンジングな取り組み」の内容について　（500字以内）

	※申請プロジェクトの実施内容について、どういった部分が「革新的・先駆的な手法」や「チャレンジングな取り組み」なのか、従来の標準的な事業と何が違うのか具体的に記述してください。



	４ 申請プロジェクトの目標と成果　（400字以内）

	※助成期間終了時の達成目標と中長期的な成果目標を記載してください。目標の目安となる指標や数値も含めて記述してください。



	５ 申請プロジェクトのスケジュール　（300字以内）

	※主な実施項目の実施日程を記載してください。（※助成事業期間：2023.4.1～2024.3.31）



	６ 申請プロジェクトの実施体制　（300字以内）

	※主な実施項目ごとの人員体制や役割分担、関係する団体との連携体制などを記載してください。



◆◆◆以下①～⑥は「支援対象者の区分」で「①障害者」を選んだ団体のみ入力◆◆◆
	①障害福祉サービス等における該当事業
	※今回申請する事業が以下のどの区分に該当するかチェックしてください。（該当する一つにチェック）
☑就労移行支援事業
☑就労定着支援事業
☑就労継続支援A型
☑就労継続支援B型
☑その他行政等からの委託事業や補助事業
☑上記のいずれにも該当しない独自の事業


	②就労移行率
（就労移行支援）
	　　　　％
※障害福祉サービスの就労移行支援を行う事業者は、以下の算定方法により求めた値をご記入ください。
令和２年度の A一般就労に移行した人数　／　B支給決定者数　×　100

	③就労定着率
（就労移行・定着支援）
	　　　　％
※障害福祉サービスの就労移行支援または就労定着支援を行う事業者は、基本報酬の算定区分で届出している値をご記入ください。

	④１日の平均労働時間数（就労継続支援Ａ型）
	　　　　時間
※障害福祉サービスの就労継続支援A型を行う事業者は、基本報酬の算定区分で届出している値をご記入ください。

	⑤平均工賃月額
（就労継続支援Ｂ型）
	　　　　円
※障害福祉サービスの就労継続支援B型を行う事業者は、基本報酬の算定区分で届出している「平均工賃月額①」をご記入ください。


	⑥申請事業費と障害福祉サービス事業者報酬との関連性　（500字以内）　※①障害者の分野のみ記載

	※当基金では原則として、障害福祉サービス事業者報酬では賄われない部分や、報酬では想定されていない独自の取り組み部分を助成対象としています。申請事業費のどういった部分が報酬では想定されていないのか、独自の取り組み経費と言えるのか、できるだけ具体的に説明してください。



８ プロジェクトの予算
別紙「事業費収支内訳書」のとおり　（※テンプレートあり）
９ 添付書類　
①定款の写し （※必須）

②直近年度の事業報告書の写し （※必須）

③直近年度の決算報告書の写し （※必須）

※法人形態の関係で上記の書類がない場合は、代わりとなる規定類や、また事業内容や決算内容が分かる書類を必ず提出してください。

④就労定着率、平均労働時間、平均工賃月額を示す書類の写し（※障害者支援の団体のみ）
※直近の障害福祉サービスの「基本報酬の算定区分に関する届出書」等を提出してください。
⑤追加説明資料 （※任意提出）

※必要に応じて追加の説明資料を1データのみアップロードすることができます。追加資料の枚数が多い場合は、事務局にて枚数を精査させていただきます。必要なことは極力申請フォーム内にご記入ください。
※添付書類は応募フォームよりアップロードしてください。

　東京海上日動キャリアサービス「働く力応援基金」


第3回（2023年度）助成金　応募用紙


【申請フォーム入力前の下書き用】
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